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【総　　論】
日米両国は普遍的価値及び戦略的利益を共

有する同盟国であり、日米同盟は日本外交の
基軸である。日米安全保障体制（日米安保体制）
を中核とする日米同盟は、戦後60年以上にわ
たり、日本及び極東に平和と繁栄をもたらす
とともに、アジア太平洋地域における安定と
発展のための基本的な枠組みとしても有効に
機能してきた。冷戦終結後も依然として不安
定な要素が存在しているアジア太平洋地域に
おいて、日米同盟は日本及び同地域の平和と
繁栄の礎

いしずえ

として不可欠な役割を担っている。
日米関係は、政治、安全保障、経済、文化

等の幅広い分野において極めて密接であり、
日米両国は二国間の課題に適切に対処すると
ともに、アジア太平洋地域の平和と繁栄の確
保や国際社会が直面する地球規模の課題につ
いて、様々な機会をとらえて緊密に協力する
ことによって、日米関係を絶えず強化してき
た。１月に発足したオバマ政権は、累次の機
会に日米同盟重視の姿勢を明確にしている。
９月に発足した鳩山政権も日米同盟を日本外
交の基軸と位置付けており、現行の日米安全

保障条約締結50周年を記念する2010年は、二
国間関係はもとより、アジア太平洋地域や地
球規模の課題における日米協力を強化し、日
米同盟を21世紀にふさわしい形で深化させて
いくことが大きなテーマとなっている。

日本とカナダは、基本的価値を共有するア
ジア太平洋諸国のパートナー及びG8のメン
バーとして、政治、経済、安全保障、文化等
様々な分野で緊密に協力している。４月と５
月には、カナダから国際貿易大臣及び外務大
臣が相次いで訪日し、両国間で、これら諸分
野における課題に協働して取り組むこと、及
び2010年にカナダで開催されるG8及び日本
で開催されるAPECに向け、両国の協力を一
層強化することで意見が一致した。また、人
道支援・災害救援活動支援分野における具体
的協力が確認された。さらに、７月には、天
皇皇后両陛下が初めてカナダを公式に御訪問
になり、日系人を含むカナダ国民から大きな
歓迎をお受けになるなど、日加両国要人の活
発な交流が行われ、カナダ国内における日本
に対する関心も一層高まった。
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（1）日米政治関係

１．米　国

イ　日米首脳間での取組
日米両国間では、首脳レベルを始め、あら

ゆるレベルで相互の信頼関係の強化と緊密な
政策協調が行われている。

２月、麻生総理大臣は、オバマ政権下でホ
ワイトハウスを訪問する最初の外国首脳とし
て、オバマ大統領と日米首脳会談を行った。
同会談において両首脳は、日米同盟を基軸と
して、アジア太平洋地域の平和と繁栄を確保
し、金融・国際経済、アフガニスタン・パキ
スタン、気候変動・エネルギーなどの地球規
模の課題に共に取り組んでいくことを確認し
た。また、７月のG8ラクイラ・サミット（於：
イタリア）の際には、麻生総理大臣とオバマ
大統領は、北朝鮮への対処が日米両国にとっ
て高い優先事項であるとの認識のもと、引き
続き日米両国が緊密に連携していくことの重
要性を確認するとともに、COP15の成功に
向けて緊密に協力していくことで一致した。
また、核不拡散分野においては引き続き日米
がIAEAで協力していくことを確認した。

９月に就任した鳩山総理大臣は、就任直後
に出席した国連総会に際してオバマ大統領と
首脳会談を行った。同会談においては、鳩山
総理大臣から、日米同盟を日本外交の基軸と
して重視していく考えを伝達し、両首脳は日
米関係の強化で一致するとともに、地域の課
題や地球規模の課題についても、建設的で未
来志向の日米関係を築き、従来にも増して協
力の幅を広げていくことを確認した。また、

北朝鮮、インドネシアを含むアジア太平洋地
域情勢及び気候変動、アフガニスタン・パキ
スタン、核軍縮・不拡散を含む地球規模の課
題についても意見交換を行った。また、鳩山
総理大臣は、10月の第173回国会における所
信表明演説において、日米両国の同盟関係が
世界の平和と安全に果たせる役割や具体的な
行動指針を、日本からも積極的に提言し、協
力していけるような緊密かつ対等な日米同盟
を構築し、日米の二国間関係はもとより、ア
ジア太平洋地域の平和と繁栄、更には地球温
暖化や「核兵器のない世界」など、地球規模
の課題の克服といった面でも、日本と米国と
が連携し協力し合う、重層的な日米同盟を深
化させていく方針を明らかにした。

11月には、オバマ大統領が初めてのアジア
歴訪の最初の訪問地として日本を訪れ、鳩山
総理大臣と首脳会談を行った。同会談におい
て両首脳は、二国間関係はもとより、アジア
太平洋地域や地球規模の課題における日米協
力を強化するとともに、2010年の日米安全保
障条約締結50周年に向けて、同盟深化のため
の協議プロセスを開始することで一致した。
また、APECを含むアジア太平洋地域におけ
る連携強化を確認し、首脳会談終了後には、
気候変動交渉に関する日米共同メッセージ、

「核兵器のない世界」に向けた日米共同ステ
ートメント及び日米クリーン・エネルギー技
術協力に関するファクトシートを発出した。
また、オバマ大統領は、東京において米国の

首脳会談に臨む鳩山総理大臣（右）とオバマ米国大統領
（11月13日、東京　写真提供：内閣広報室）
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対アジア政策に関するスピーチを行い、米国
をアジア太平洋国家の一員と位置付け、同地
域で米国がリーダーシップを維持・強化して
いく決意を表明するとともに、日米同盟はア
ジア太平洋地域の繁栄と安全の基盤であると
し、平等で相互尊重に基づいたパートナーシ
ップという同盟精神を守り続けていくと言明
した。

2010年は現行の日米安全保障条約の締結か
ら50年の節目の年に当たる。50年前に署名が
おこなわれた日にあたる１月19日、鳩山総理
大臣とオバマ大統領は、それぞれ談話を発表
し、アジア太平洋地域やグローバルな課題に
おける日米協力を一層強化し、日米同盟を21
世紀にふさわしい形で深化させることを確認
した。

ロ　日米外相間での取組
日米外相間では、オバマ政権発足直後の２

月にクリントン国務長官が最初の外国訪問先
として日本を訪問し、中曽根外務大臣と外相
会談を行った。同会談において両大臣は、在
日米軍再編の着実な実施等を通じた日米同盟
の一層の強化で一致するとともに、北朝鮮及
び中国等のアジア太平洋地域情勢、アフガニ
スタン、気候変動・エネルギー、金融・世界
経済、アフリカ開発等の地球規模の課題に関
して幅広く意見交換を行い、相互の考えにつ
いて理解を深めた。さらに、両大臣は、在沖
縄海兵隊のグアム移転に係る協定の署名を行
った。

４月の北朝鮮によるミサイル発射及び５月
の北朝鮮による核実験実施の前後には、日米
同盟に基づく連携の下、日米間で緊密に意見
交換が行われた。３月、ハーグ（オランダ）
で開催されたアフガニスタンに関する国際会
議に際して行われた日米外相会談において、
中曽根外務大臣から、北朝鮮によるミサイル
発射は地域の平和と安定を損なうものであ
り、国連安保理決議違反であって容認できな
い、関係国の働きかけにもかかわらず発射を
強行する場合には、新たな決議を採択する可
能性も念頭に国連安保理で強いメッセージを
発信することが重要である旨述べたのに対
し、クリントン国務長官からは、北朝鮮が発
射を強行する場合、日米が一致して行動し、
強いメッセージを発出することが重要である

旨の発言があった。その後、両外相は頻繁に
電話会談を行い（４月に４回、５月に１回、
６月に１回、７月に１回）、国連安保理決議
第1874号の採択を含む北朝鮮問題への対応に
ついて、緊密な連携を行った。

７月、プーケット（タイ）におけるASEAN
関連外相会議に際して行われた日米外相会談
においては、中曽根外務大臣から、北朝鮮問
題、アフガニスタン・パキスタン情勢、気候
変動・エネルギーなどの日米協力が進展して
おり、日米同盟を重層的に強化していきたい
旨述べたのに対し、クリントン国務長官から、
日米間の協力は非常にうまくいっており、日
米同盟を更に強化していく必要があるとし
て、北朝鮮によるミサイル発射及び核実験に
対する国連安保理決議の採択に至る日米協力
に言及しつつ、このような協力を更に進めて
いく必要があるとの認識が示された。

９月に就任した岡田外務大臣は、就任直後
に出席した国連総会に際してクリントン国務
長官と外相会談を行った。同会談において、
クリントン国務長官から、日米同盟は米国外
交の礎

いしずえ

であり、アジア太平洋地域の平和と繁
栄の基礎である、歴史的に強固な日米関係の
幅を広げ、更に深いものとしていきたい、い
ろいろな問題についてはパートナーシップの
精神に基づいて考えていきたい旨述べ、岡田
外務大臣から、今後、30年、50年以上先に持
続可能な、より深い日米関係を作っていきた
い、そのために目の前にある様々な課題につ
いてお互いに議論しながら解決していきたい
旨応答した。両大臣は、日米安保、北朝鮮、
アフガニスタン・パキスタン、気候変動及び
イラン情勢についても意見交換を行った。

11月のAPEC閣僚会議の際にシンガポール
において行われた日米外相会談において、両
大臣は、直後に予定されているオバマ大統領
の訪日の際には、2010年が現行の日米安全保
障条約締結50周年であることを念頭に、日米
同盟を更に深化させることが重要であると確
認するとともに、在日米軍再編を含む日米関
係、北朝鮮、APEC、ASEANを含むアジア
太平洋地域情勢、アフガニスタン、イランを
含む地球規模の課題について意見交換を行っ
た。

2010年１月にハワイにおいて行われた日米
外相会談では、両大臣は、普天間飛行場の移
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日米外相共同記者会見に臨む岡田外務大臣（左）とクリントン米
国国務長官（2010年１月12日、米国・ハワイ）

設については真剣に取り組むことが重要であ
るが、日米間には協力して対応すべき重要な
課題がほかにも数多くあり、それらについて
もきちんと対応していく必要があるとの認識
で一致し、普天間問題についてお互いの立場
を確認した上で、現行の日米安全保障条約締
結50周年に当たる2010年に、これから30年、
50年、日米同盟が持続可能となるよう、同盟
深化のための協議プロセスを開始した。また、

対アフガニスタン支援、イラン核問題、北朝
鮮問題、ミャンマー情勢、気候変動、核軍縮・
不拡散等について積極的かつ建設的な議論を
行った。さらに、１月19日には、日米安全保
障協議委員会（「2+2」）の閣僚による共同発
表を発出し、二国間関係はもとより、アジア
太平洋地域や地球規模の課題における日米協
力を強化し、日米同盟を21世紀にふさわしい
形で深化させていくことを確認した。

今日の日米経済関係は、かつての摩擦に象
徴される関係から、建設的な対話を通じた協
調の関係へと変ぼうを遂げ、二国間の経済関
係のみならず、アジア太平洋地域経済、世界
経済の諸課題、さらに地球規模の課題に対し
て、日米両国が緊密に連携するなど、経済分
野における日米協力は大きく広がっている。
１月に発足したオバマ政権との間でも、こう

した経済分野における日米協力は着実に進展
している。

二国間の経済関係については、例えば、２
月の首脳会談において両首脳は、クリーン・
エネルギーや省エネルギー分野で、日米協力
を具体化させるための協議を開始することで
一致し、11月の首脳会談においては、国立研
究所間の共同活動、島嶼

し ょ

（沖縄・ハワイ）地

（2）日米経済関係

ハ　戦略対話  
日米両国は、地域・国際社会が直面する諸

課題について、中長期的観点からの情勢認識
や共通戦略の調整の場として、戦略対話を行
っている。４月にはキャンベラ（オーストラ
リア）で日米戦略対話高級事務レベル会合を
開催し、日米関係、北朝鮮を含むアジア情勢、
アフガニスタン・パキスタン、イラン、国連
安保理改革等について議論を行うとともに、
本協議を継続していく重要性を再確認した。
６月には東京で次官級の日米戦略対話を実施
し、日米関係のほか、中国、ミャンマーなど
のアジア太平洋地域情勢、アフガニスタン・

パキスタン、イランなどの中東情勢、国連安
保理改革、核軍縮・不拡散などの地球規模の
課題について率直な意見交換を行い、国際社
会が直面するこれら諸課題に日米で共に対処
し、日米同盟を重層的に強化していくことで
一致した。

また４月及び９月に、アジア太平洋地域に
おける平和と安定の促進という共通の戦略的
利益を有する、日本・米国・オーストラリア
３か国による、日米豪戦略対話高級事務レベ
ル協議及び第４回 日米豪TSDを開催し、３
か国の連携と協力の拡大に努めた。
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域の経験共有のためのタスクフォースの設
置、スマートグリッド分野での情報共有・標
準開発などの当面の共同取組分野を特定する

「日米クリーン・エネルギー技術協力に関す
るファクトシート」を発出した。また、オバ
マ大統領が推進する米国の高速鉄道計画に関
連して、２月の首脳会談において、この分野
での日米協力を探求することとなり、11月の
首脳会談後の総理大臣主催夕食会では、鳩山
総理大臣からオバマ大統領に対し、日本の新
幹線等について紹介した。さらに航空分野で
は、12月の日米航空協議において、2010年の
増枠を踏まえた羽田、成田路線の輸送力に関
して日米両国航空当局間で合意に達するとと
もに、日米航空関係の更なる自由化に向けた

新たな枠組みの内容について大筋合意が得ら
れるなど、意義深い成果があった。一方、
2010年１月の外相会談では、クリントン国務
長官から、日本のエコカー補助金制度が米国
車を排除しているとして、米議会での懸念が
高まっているとして問題提起があり、日米間
で連絡を密にしていくことで一致した。

アジア太平洋地域経済については、特に、
2010年及び2011年のAPEC議長を日米が順に
務めることを踏まえ、11月の日米外相会談に
おいて、APECの将来の方向性についても日
米間で協議していくことで一致したほか、同
月の日米首脳会談においても、APECの成功
とアジア太平洋における新たなビジョン作り
に向けて日米間で連携していくことで一致す

出典：米国商務省
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日米貿易関係：「摩擦」から「協調」へ
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●「摩擦」から「協調」へ
　日米経済関係は、米国の貿易赤字に占める対日比率の低下、投資関係の強化、相互依存関係の深化、
ＷＴＯによる紛争解決メカニズムの整備等により、かつての摩擦に象徴される関係から建設的な対
話を通じた協調の関係へと変ぼう。

出典：米国国務省（日米・米中 2008年）
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（3）米国情勢

イ　政治
１月、米国が深刻な経済危機に直面する中、

オバマ大統領が就任した。オバマ大統領は、
大統領選挙における勝利及び政権発足時の危
機的状況を、大胆な「変革」（change）を実
行するための好機としてとらえ、深刻な経済
危機やアフガニスタンとイラクで続く戦争へ
の対応といった当面の課題への対処のみなら
ず、医療保険制度改革やグリーン・ニューデ
ィール政策といった大規模な改革を伴う野心
的な政策目標を追求した。

就任約１か月後の２月には、総額7,870億
米ドルに上る史上最大規模の景気対策法（米
国再生・再投資法）を成立させ、最初の大き
な成果を上げたのを始め、金融・住宅市場の
安定化や米大手自動車メーカーの再建策とい
った、経済危機への緊急対応策を次々と打ち
出した。また、医療保険制度改革、気候変動・
エネルギー対策、教育改革、財政再建といっ
た重点課題を政権の優先課題として提示し、
改革実行に向けて議会に超党派の協力を呼び
かけるとともに、医療保険制度改革、温室効
果ガス削減のための排出量取引制度導入、金

融機関に対する監視強化を求める金融規制強
化等の改革という３大改革法案の年内成立を
目指した。

米国議会においては、上下院とも民主党が
多数党の地位にあり、共和党の支持がなくと
も法案を通過させることが可能な議席数を確
保していたが、議会は党派色を強め、主要法
案の成立は難航した。

そのような中で米国における失業率は10％
を上回り、雇用情勢は厳しさを増した。オバ
マ政権は当初、米国再生・再投資法の成立に
より、失業率の上昇を８％程度に抑えられる
としていたが、６月には失業率が9.5％を記
録し、10月には10％を超えるに至った。雇用・
経済政策に対する国内の不満等を受けて、政
権発足100日目ごろまで60～65％と比較的高
い水準で安定していた支持率は徐々に低下
し、 12月には50%前後で推移するようになっ
た。2010年１月のマサチューセッツ州連邦上
院特別選挙の結果、上院における安定多数 

（60議席）を喪失したことは、医療保険制度
改革法案の成否を始め、今後の政権の政策実
現や中間選挙に向けた動向に多大な影響を及

るなど、日米間の協力を進めることを確認し
た。

世界経済の諸課題については、2008年の世
界経済・金融危機後の世界経済情勢を踏まえ、
2009年２月の首脳会談では、世界経済の回復
に向けて全力を尽くしていくことで一致し
た。また、いわゆる「バイ・アメリカン条項」
を含む米国再生・再投資法が成立した直後の
同会談で、日米両首脳が世界経済の回復に向
け、保護主義への対抗は日米の重大な責務で
あることを確認することができたことは重要
であった。９月の首脳会談では、世界経済の
回復を確実なものとし、その持続可能な成長
を実現するため、緊密に連携していくことで
一致したほか、11月の日米首脳会談において、
G8/G20を通じた世界経済の回復を含め、日
米間で協力が進んでおり、これを更に進めて
いくことが望ましいとの点で一致した。

地球規模の課題については、特に気候変動
問題について、９月の外相会談において先進
国就

なかんずく

中日米両国が指導力を発揮していく必要

があることで一致し、同月の首脳会談におい
ても、COP15に向けた国際交渉を進めるた
めに、緊密に協力していくことで一致した。
11月の首脳会談では、「気候変動交渉に関す
る日米共同メッセージ」を発出し、COP15
の成功に向けて、日米両国があらゆるレベル
で関与していく決意を表明するとともに、
COP15の場においても、日米両国は緊密に
連携した。その後の2010年１月における外相
会談では、多くの国からCOP15においてま
とめられた「コペンハーゲン合意」への支持
を得ることが重要であるとして、日米間の協
力を進めていくことで認識が一致した。

日米間の経済対話としては、双方向の対話
である「規制改革及び競争政策イニシアティ
ブ」に取り組み、７月の首脳会談に向けて両
首脳への第８回報告書を公表した。また、10
月にはワシントンで「日米貿易フォーラム」
を開催し、貿易及び貿易関連の問題について
意見交換した。
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ぼす可能性が高く、オバマ大統領の政権運営
は厳しい局面を迎えている。

外交面において、オバマ大統領は、米国の
国際的指導力の再生を目指して、国際協調を
重視した外交・安全保障政策を志向するとと
もに、アフガニスタン・パキスタン、不拡散

（含むイラン核問題）といった米国が抱える
当面の課題のみならず、「核兵器のない世界」
の追求、気候変動問題への積極的な対応とい
った自らの信念に基づく政策も推進した。12
月、オバマ大統領は、就任以来、多国間主義
と対話を中心とした外交及び国際協調を重視
し、特に、「核兵器のない世界」に向けた目
標を示し、世界的核軍縮に向けた機運の強化
に貢献したことを評価され、ノーベル平和賞
を受賞した。

ロ　経済
（総論）

2007年夏頃から、いわゆるサブプライム・
ローン問題が顕在化し、2008年９月のリーマ
ン・ブラザーズの経営破綻に代表されるよう
に、多くの大手金融機関の経営が深刻化した。
これを受け、10月には緊急経済安定化法が成
立し、総額7,000億米ドルの不良債権買取プ
ログラム（TARP）による公的資本注入や大
手保険会社AIGの実質公的管理といった措置
がとられるなど、政府による金融機関支援が
進められた。また、FRBが12月にフェデラ
ルファンド（FF）レートの目標値を０%～
0.25%に設定して以降、実質ゼロ金利政策が
維持されている。金融機関による与信機能の
低下は消費・投資の低迷等といった形で実体
経済にも大きく影響し、GDPの実質成長率
は2009年の第１四半期にマイナス6.4％（年
率換算、前期比）まで悪化した。2009年の後
半には政府による  景気刺激策の効果によ
り、住宅市場等で回復の兆しが見られ、第４
四半期の実質GDP成長率（第一次推計値）
は5.7％と前期比大幅改善となったが、自律
的な景気回復には時間を要するとの見方もあ
り、予断を許さない状況が続いている。

（各論）
２月にオバマ政権は、金融機関の危機的状

況に対し、主にTARP資金を財源として、ス
トレステスト（注1）の実施、資本の不十分な金
融機関に対する資本注入、住宅ローン条件の
見直しによる住宅購入者支援、ターム物資産
担保証券貸出制度（TALF）（注2）の拡充等を
盛り込んだ金融安定化計画を発表した。その
後、５月に発表されたストレステストで、資
本不足を指摘された銀行は全部で10行、資本
不足額は総額746億米ドルと、当初の予想よ
り少ない結果となり、資本不足を指摘された
金融機関は相次いで増資することとなった。
市場ではこれをもって金融危機は一応の終結
を見たとの見方から、株価は上昇傾向にある。
金融市場の安定化も背景に、大手金融機関は
公的資金の返済を相次いで実施した。現在議
会ではFRBの権限強化を含む金融規制改革
に関する法案が審議されており、包括的な金
融規制監督システムの構築を目指している。

悪化する実体経済に対し、２月にオバマ大
統領は減税措置及びインフラ投資等からなる
総額7,872億米ドルの米国再生・再投資法

（ARRA）を成立させ、今後２年間で350万人
の雇用の維持・創出を目指す旨を表明した。
一方、失業率は10月に10％を突破するなど、
高い水準が続いており、12月にオバマ大統領
は雇用対策を柱とする追加的な経済対策の実
施を発表し、議会で約1,550億米ドル規模の
法案が審議されている。

2009年春から、米国議会では医療保険制度

（注１）	 ストレステスト：FRBが２月から大手金融機関19行に対し、経済状況が「ベースライン」シナリオから乖
かい

離した「より厳しい（More Adverse）」シナリオに
陥ることを前提とし、各行の貸出資産等を評価した結果の資本水準を査定し、資本不足が懸念される金融機関に対し、公的資本注入も含め、増資を求
めるもの。

（注２）	 TALF（Term Asset-Backed Securities Loan Facility）：消費者ローン、自動車ローン、学生ローン等のローン市場活性化のために、ニューヨーク連邦準
備銀行による資産担保証券（ABS：Asset-Backed Securities）を担保とする融資制度。

その他

エネルギー関連

教育・訓練

ヘルスケア

弱者保護

インフラ、科学技術

州・地方財政支援

減税措置

米国再生・再投資法
総額7,870億米ドル

2,880
36.6%

1,440

18.3%

1,110
14.1%

81010.3%

590
7.5%

530
6.7%

430

5.5%
80

1.0%

（出典：Recovery.GOV）

米国再生・再投資法内訳
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（1）日加関係（含日加経済関係）

２．カナダ

2008年10月の第40回連邦下院総選挙後、野
党が一致団結して政府不信任案の提出・可決
に向けた動きを見せたため、ハーパー首相は、
議会を停会する措置を講じたまま2009年の年
明けを迎えることとなった。しかし、その後
１月の議会再開後も野党が政府不信任案を提
出することはなく、また、過去３年間に２回
の総選挙を経験したカナダ国内では、更なる
総選挙を望む声も大きくなかったことから、
発足後４年目となったハーパー政権は、少数
政権ながら安定した政権運営を持続してい
る。

2009年後半、ハーパー首相は、こうした当
面の政局回避により可能となった外遊を積極
的に行い、APEC（於：シンガポール）、コ
モンウェルス首脳会議（於：トリニダード・
トバゴ）、及びCOP15（於：デンマーク）に
相次いで出席したほか、インド、中国、韓国
をめぐるアジア歴訪を行うなど、2008年の訪
日に引き続き、ハーパー首相がアジア諸国に

関心を有していることを裏付けた。また、外
交政策としては、引き続きアフガニスタン支
援を重視し、アフガニスタン南部地域のカン
ダハールを中心に約2,800名の兵を派遣して
いる。

カナダ経済は、世界経済・金融危機の影響
を受け、個人消費の鈍化、住宅を始めとする
民間投資の低迷により、実質GDP（前期比、
年率換算）はマイナス成長となっている。カ
ナダ銀行は４月に政策金利である翌日物金利
の誘導目標を過去最低水準の0.25％に引き下
げ、ほぼゼロ金利となり、また、失業率も11
月時点で8.5％と、依然として高い水準とな
っている。

しかし、2009年後半は、主要都市で中古住
宅市場を始めとして、住宅販売件数や価格が
増加し、第３四半期単体の実質GDP成長率
はプラスに転じるなど、景気回復の兆しも見
られる。

（2）カナダ情勢

アジア太平洋地域のパートナー及びG8の
メンバーとして日本と基本的価値を共有する
カナダとは、2008年に迎えた日加修好80周年
を経て、ますます良好な関係が構築されてい
る。特に７月には、長きにわたりカナダから
招待が寄せられてきた天皇皇后両陛下のカナ
ダ御訪問が初めて実現し、カナダ国内におい
て日本に対する関心が大いに高まるととも
に、日加修好80年のハイライトとして温かく
受け入れられた。政治レベルでは、４月にデ
イ国際貿易大臣が訪日し、日加間の経済分野
での協力を深化させることについて意見交換
が行われた。また、５月にはキャノン外相が

訪日し、中曽根外務大臣との間で、人道支援
及び災害救援活動を行うカナダ軍用機による
日本の空港及び施設の使用手続を迅速化する
ための手続を定めた「人道支援及び災害救援
活動の支援ための標準運用手続に関する日本
国政府とカナダ政府との間の協力覚書」の署
名が行われたほか、アジア地域情勢、気候変
動問題、国連安保理改革等、地球規模の課題
についても緊密な意見交換が行われた。

経済面では、2008年に引き続き、10月には
貿易投資対話が開催される等、「日加経済枠
組み」の下で、様々な投資、貿易促進のため
の取組が積極的に進められている。

改革に着手した。米国の無保険者は4,000万
人を超えるとされている。改革法案は公的保
険プランの導入も視野に議会で審議されてき
たが、共和党の反対や、民主党内でも公的保
険プランや財源をめぐる対立により審議は難

航している。オバマ大統領は、共和党の支持
を取り付けるため、2010年２月に民主・共和
両党指導部による超党派会合を開催したもの
の、歩み寄りは見られず、改革法案成立の見
通しは不透明な状況にある。
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７月３日、天皇皇后両陛下は、カナダ、米国（ハワイ州）への14日間にわたる御訪問に
出発なさいました。天皇陛下にとっては、皇太子時代の1953年に一度カナダを御訪問され
て以来、56年ぶり二度目の御訪問となりましたが、天皇皇后両陛下による御訪問は、80年
を越える日加関係の歴史上初めてのことであり、長きにわたり両陛下の御訪問を熱望して
きたカナダからは、国をあげて歓迎の意が表明されました。また、ハワイへの両陛下の御
訪問は、1994年以来15年ぶりのことでした。

太平洋を挟んだ隣国である日本とカナダの間の人的交流は、外交関係開設前の1877年に
さかのぼると言われており、今では約10万人の日系カナダ人及び在留邦人がカナダに居住
しています。両陛下は、国賓として、首都オタワ及びケベック州ガティノーに続き、日本
の約27倍という広大なカナダを横断なさる形でトロント、ビクトリア、バンクーバーを御
訪問になり、各地で多くのカナダ国民や在留邦人の熱烈な歓迎におこたえになりました。
カナダ国民からは、両陛下の温かいお人柄に触れ、良好な日加関係を改めて実感したとの
声が寄せられ、特に、ガティノーにおいては、先住民出身の若者が、自身の行う市内の緑
化運動について皇后陛下に御説明する機会を得、皇后陛下からかけられたねぎらいのお言
葉に感極まって涙を流す場面もありました。両陛下のオタワ御到着の模様は、カナダへの
国賓としては異例の生中継でカナダ全土に放映され、また、カナダ国内紙も両陛下の御動
静を連日大きく報じたことから、両陛下がお立ち寄りになった国会議事堂、大学、小児病
院、日系文化関連施設、州議会議事堂等は、日を増すごとに両陛下を歓迎する多くの人々
であふれました。

また、今回のカナダ御訪問は、56年前に皇太子殿下をお迎えした二世を中心とする日系
人やカナダ人にとっては天皇陛下との再会の機会であり、また、三世、四世といった若い
日系人世代にとっては、祖父母・両親の祖国を感じる機会となるなど、日本とカナダをつ
なぐ貴重な機会でもありました。56年前に皇太子殿下をお迎えした日系人の老人が、天皇
陛下に「お帰りなさい。」と声をかける姿は、日本とカナダの間の確固たる友好関係を象
徴しているかのようでした。

両陛下は、米国政府の歓迎を受けて、ハワイ州も御訪問されました。両陛下は、ハワイ
州オアフ島にて、「皇太子明仁親王奨学金財団50周年記念行事」に御臨席になりました。
同奨学金財団は、両陛下の御成婚を記念して50年前に創設され、これまで日本とハワイ州
との間の留学生交流に大きく貢献してきています。また、両陛下は、日系人部隊兵士も含
め約５万の英霊が眠る国立太平洋記念墓地にて御供花なさいました。その後、両陛下は、
ハワイ島を御訪問になり、米国有数の規模を誇るパーカー牧場にて日系人の代表やハワイ
系住民代表の方々ほかと親しくお
話をされました。

両陛下は、カナダ、ハワイ州御
訪問を通じて、お会いになった
方々一人一人に心を込めて丁寧に
接せられ、両国国民に深い印象を
残されました。このたびの御訪問
を通じて、日本とカナダ、ハワイ
州との親善関係がこれまで以上に
深まりました。

天皇皇后両陛下のカナダ・ホノルル御訪問

カナダ公式訪問歓迎行事の合間に
子どもたちと御歓談になる天皇皇后
両陛下（７月６日、カナダ・オタワ　
写真提供：EPA＝時事）

ホノルル滞在中に手を振ってあいさつ
になる天皇皇后両陛下（７月14日、米
国・ホノルル　写真提供：EPA＝時事）


